	

	職員配置等に関する要求書
１．定年退職者による欠員は、採用等により補充すること。

２．中途退職者が発生した場合については、早急に補充すること。

３．職員採用については、職員の年齢構成や男女バランスに配慮するとともに、労使協議によって決定すること。

４．職場の人員配置について、労使で点検・検証・議論を行う機会を設けること。

５．採用抑制を行わないこと。

６．組織・機構の見直しにあたっては労使協議を行うこと。

７．次年度の欠員補充として、下記の人数を補充すること。

　 （例）事務職〇〇人　　建築士〇人　　土木技師〇人　　保育士〇人　　

	


※　７については、該当する職種と要求人数を記載してください。

※　そのほか、職場点検等により、各職場からの要求を付加して要求書を作成してください。
「職員配置等に関する要求書」要求項目の解説
〔要　求〕
	１．定年退職者による欠員は、採用等により補充すること。

２．中途退職者が発生した場合については、早急に補充すること。
３．職員採用については、職員の年齢構成や男女バランスに配慮するとともに、労使協議によって決定すること。

４．職場の人員配置について、労使で点検・検証・議論を行う機会を設けること。

５．採用抑制を行わないこと。

６．組織・機構の見直しにあたっては労使協議を行うこと。


〔解　説〕
⑴　この間、定年退職者数に満たない採用抑制を行ってきた自治体では、職員の年齢構成のアンバランス化が進み、結果として一部の世代への業務量と責任の集中、管理職の早期登用、若年層職員への仕事のしわ寄せなど、さまざまな問題や課題が発生し、公共サービスの提供、行政機能の維持に大きな支障を来しています。
　　職員数の減少による業務量の増大が、組合員の過重労働・時間外労働の増加につながっていることだけでなく、地域住民の安心と安全を守るという観点からも、最低でも定年退職者数を満たす採用を求めます。
⑵　交渉にあたっては、要求の根拠資料として職場ごとの時間外勤務の時間数、有給休暇・振替休日・代休の取得日数の状況、自治体における年齢構成比（18歳～23歳：○人、24歳～29歳：○人など）やこれまでの職員数の推移、近隣自治体の採用状況などを把握します。
⑶　自治体職場では、特に若年層の中途退職者が増加傾向にあることで、さまざまな問題が発生していることから、年度途中であっても確実に常勤職員を採用するよう求めます。
⑷　欠員補充として年度途中に会計年度任用職員等を採用する場合も、常勤職員の欠員であることを当局に認識させ、新年度にむけた新規採用者数に上乗せするよう求めます。
⑸　産休や育休および病休による欠員についても、早急に職員を配置するよう求めます。

⑹　年度途中で採用された会計年度任用職員等についても、継続任用させるよう求めます。
⑺　「女性活躍推進法」に基づく「特定事業主行動計画」を実行性のある計画となるよう求めるとともに、新規採用者についても男女平等の観点からバランスに配慮するよう求めます。
⑻　継続した職場オルグによって把握した職場の状況を労使で検証するため、安全衛生委員会等の定期的な開催を求めます。そのうえで、新規採用等による人員配置を確実に実行させるよう求めます。
⑼　自治体職場では「係制からグループ制に変更」「グループ制から係制に戻す」など、機構改革が進められていますし、部・課・係の統廃合や支所機能の縮小などの組織改編も進められています。
　　組織改編や機構改革自体は管理運営事項ですが、それにともなう労働条件の変更は交渉事項であることから、労使協議を必ず行うよう求めます。
⑽　都市・町村によって職員採用のスケジュールや採用試験の実施方法が異なることから、労使で2023年度の採用にむけたスケジュールを確認します。また、募集にあたっては「若干名」とさせるよう当局に求め、人員確保闘争の妥結後に具体的な採用人数を確定させるよう交渉を行います。
※　「第一部2022年度自治体労働者の賃金・労働条件に関する統一要求書」を参照。

〔要　求〕
	７．次年度の欠員補充として、下記の人数を補充すること。
　 （例）事務職○○人　　建築士○人　　土木技師○人　　保育士○人　


〔解　説〕
⑴　人員配置の要求を根拠あるものとするためには、詳細な職場状況の把握と、既存の業務量に対する必要人員を精確に把握することが重要です。
　　また、春闘期は自治体における人事異動の時期とも重なることから、人事異動による職場への影響も把握していくことが必要です。
⑵　こうしたことからも、別記「人員確保要求表（職場用）」を活用し、各職場段階での実態把握と職場要求の聞き取りを行い、確実に欠員を補充させる要求の根拠とします。
⑶　すべての職場の「人員確保要求表（職場用）」を集約し、別記「人員確保要求総括表」を用いて職種ごとの必要人員を把握します。そのうえで「職員配置等に関する要求書」に要求すべき人数を反映させ、当局との交渉に臨みます。
⑷　交渉の結果、要求人員に満たない場合については、要求に満たない人員を欠員としてカウントさせるとともに、年度途中や次年度の採用にむけて交渉・協議を継続します。
⑸　とりわけ人材が不足している技術職、専門職については、新卒者を確保するため、学校訪問や求人活動、移住支援、道外受験などあらゆる対策を講じるよう当局に求めます。

※　自治労本部は、自治労2022春闘方針のなかで、以下のとおり「公共サービスにもっと投資を！」キャンペーンの展開について方針化しています。北海道本部においても、この取り組みと人員確保闘争を連動させながら、自治体職場における十分な人員配置と公共サービスの質を守るための取り組みを展開します。各単組段階でも、以下の課題を単組内で共有し「職員配置等に関する要求書」の提出・交渉協議とあわせて、労使双方で課題に対する認識を一致させ、通年闘争である人員確保闘争を強化します。
〔資　料〕
	

	〔自治労2022春闘方針より抜粋〕
エッセンシャルワーカーの重要性と課題

　　　　～　「公共サービスにもっと投資を！」キャンペーンの展開　～

地域公共サービスの質を守るための人員確保 

1.　現在、公務職場全般においては、職員を募集しても応募が極めて少ない、あるいは応募がないという状態が広がっています。とりわけ専門職において顕著であり、増加する児童虐待相談に対応する専門職の確保が追い付いていないことや、社会資本の維持・管理に不可欠な土木・建築技師がいない市町村が３割に及ぶなど、現場は圧倒的な人員不足の中での行政運営を迫られています。さらに、コロナ禍においては、保健・医療現場の慢性的な人員不足の実態に注目が集まりました。職員の使命感や献身性に頼ることでしか、住民の命とくらしを守れない今のあり方は健全な公共サービスとはいえません。

2.　ＩＣＴ化や自治体ＤＸの推進により、一部の業務においては、今後デジタル化が加速していくことが想定されます。一方で、自治体行政の中心は社会対人サービスであり、住民と直接触れ合うことで、地域のニーズや困りごとを発掘し、政策立案を行っていくという、デジタルに置き換えることのできない重要な役割を担っています。地域のニーズが多様化・複雑化している現状や、いつ起こるかわからない災害等への備えを踏まえると、公共サービスを支える担い手の確保は引き続き最重要課題であるといえます。さらに、ＩＣＴ化や自治体ＤＸを自治体で担う技術者の確保・育成も必要となってきます。

3.　自治体の人員確保にあたっては、定員管理の課題を避けては通れません。定員管理とは、行政需要に応えるために必要となる職務や業務量に応じて、必要な職員を配置していくものであり、決して削減ありきで取り組むものではありません。各自治体の人員削減の実態は翌年度の地財計画に反映され、地方交付税総額を押し下げる要因となります。行政需要に見あわない職員削減路線から脱却し、地域の将来を展望した上で、自治体運営に必要な人員と財源を要求していく意識転換が求められています。

	


 別　記 
	

	人員確保要求総括表　【職種】
2022年４月１日現在　　職員数（管理職を除く）　　　　人

2023年３月末　退職者数　　    　定年退職者　　　　　　　　　　人
　　　　　　　　　　　　　　　　　　中途退職予定者数　　　　　　　人
　　　　　　　　　　　　　　　　　合　計　　　　　　　　　　　　人

2023年４月最低補充要求数　　　　　人 …①

2022年４月１日現在　会計年度任用職員数　　　　人
人員確保要求表の『昨年より欠員となっている人数』の合計　　　　　人…②
人員確保要求表の『増員が必要と感じている人数』の合計　　　　　　人…③


合計補充要求数　　　　①＋②＋③　　　　　　　人
【備考】
※　職種ごとに補充要求数を設定します。

※　補充要求数と補充数（新規採用予定者数、中途採用予定者数、次年度再任用職員数他）が同数となるよう協議を進めていきます。
※　協議するにあたり、職場実態を確認する資料として、職場ごとの時間外勤務の時間数、有給休暇・振替休日・代休の取得日数の確認を当局に求めます。

	


	

	人員確保要求表（職場用）
職場名：　　　　　　　　　　　課　　　　　　　　
現在の職員数内訳　　　　　　課長職　　（　　　　　）　　　　　　人
　　　　　　　　　　　　　　課長補佐職（　　　　　）　　　　　　人
　　　　　　　　　　　　　　主査職　　（　　　　　）　　　　　　人
　　　　　　　　　　　　　　一般職　　（　　　　　）　　　　　　人
　　　　　　　　　　　　　　　　　職　（　　　　　）　　　　　　人
　　　職　（　　　　　）　　　　　　人
　　　　　　　　　　　　　　会計年度任用職員等　　　　　　　　　人
※　(　　　　)には、事務職、建築・土木技師、保育士など職種を記載してください。

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
【要求】
『昨年より欠員となっている人数』（　　　　）　　人　（　　　　）　　人
（非正規職員対応も含めます）

『増員が必要と感じている人数』 （　　　　）　　人　（　　　　）　　人
（上記欠員数を除きます）

　

職場として要求する人数　　　　 （　　　　）　　人　（　　　　）　　人
※（　　　）内には職種を記入してください




	


	

	＜記載例＞
人員確保要求総括表　【土木技師】
2022年４月１日現在　　職員数（管理職を除く）　　　７人

2023年３月末　退職者数　　    　定年退職者　　　　　　　　　　人
　　　　　　　　　　　　　　　　　　中途退職予定者数　　　　　　　人
　　　　　　　　　　　　　　　　　合　計　　　　　　　　　　　　人

2022年４月最低補充要求数　　　　　人 …①

2022年４月１日現在　会計年度任用職員数　　　２人
人員確保要求表の『昨年より欠員となっている人数』の合計　　　　１人…②
人員確保要求表の『増員が必要と感じている人数』の合計　　　　　１人…③


合計補充要求数　　　　①＋②＋③　　　　　　２人
【備考】
※　職種ごとに補充要求数を設定します。

※　補充要求数と補充数（新規採用予定者数、中途採用予定者数、次年度再任用職員数他）が同数となるよう協議を進めていきます。
※　協議するにあたり、職場実態を確認する資料として、職場ごとの時間外勤務の時間数、有給休暇・振替休日・代休の取得日数の確認を当局に求めます。

	


	人員確保要求表（職場用）
職場名：　　建　　設　　課　　　　　　　　
現在の職員数内訳　　　　　　課長職　　（ 土木技師 ）　　　　　１人
　　　　　　　　　　　　　　課長補佐職（　事務職　）　　　　　１人
　　　　　　　　　　　　　　主査職　　（ 土木技師 ）　　　　　１人
　　　　　　　　　　　　　　一般職　　（　事務職　）　　　　　３人
　　　　　　　　　　　　　　
　　　　　　　　　　　　　　会計年度任用職員等　　　　　　　　２人
※　(　　　　)には、事務職、建築・土木技師、保育士など職種を記載してください。

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
【要求】
『昨年より欠員となっている人数』（ 土木技師 ）　１人　（　事務職　）　１人
（非正規職員対応も含めます）

『増員が必要と感じている人数』 （ 土木技師 ）　１人　（　事務職　）　２人
（上記欠員数を除きます）

　

職場として要求する人数　　　　 （ 土木技師 ）　２人　（　事務職　）　３人
※（　　　）内には職種を記入してください


	








≪要求理由≫





≪人員確保以外のその他の職場要求≫














≪人員確保以外のその他の職場要求≫


感染リスク軽減のため庁舎内の定期的な換気を行っているが、庁舎全体の暖房設定温度が低いことから、職員だけでなく、来庁者にとっても環境が悪化している。


暖房の設定温度を引き上げるか、職場ごとの暖房設備を整えてほしい。








≪要求理由≫


庁舎建設事業や公共施設の耐震化事業など、大幅に業務が増加しているにも関わらず、土木技師の退職補充がされていない。また、昨年４月の人事異動により事務職についても欠員状態となっており、職場全体的に時間外労働が増加している。


業務に見合った人員を確保するため、土木技師２人と事務職３人の増員を求める。








－278－

